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教育の使命と我が国の教育をめぐる現状 

 

世界は、今、気候変動等による環境問題や、緊張化する国際情勢など、地球

規模の様々な課題に直面しており、SDGｓに即した持続可能な社会のあり方が

模索されています。我が国においても、少子高齢化に伴う労働人口の減少や国

際情勢の不安定化に伴う経済の悪化、能登半島地震のような甚大な自然災害な

ど、先行き不透明となる中、私たち一人ひとりが答えのない問いにどう立ち向

かうかが問われています。 

今後、生成 AI やビッグデータ、ロボティクス等の先端技術が加速度的に発展

する Society5.0 において、私たちには、社会の変化を前向きに受け止め、そ

れらを活用しながら、自らの幸せな人生や生活を人間ならではの感性を働かせ

てより豊かなものにするために、自分の頭で考えて主体的に目標を設定し責任

ある行動が取れる力、いわゆる「エージェンシー」（※）や、直面する課題に向

き合い対話と協働により解決に導く力が求められます。昨今、国から発出され

る答申や論点整理を鑑みますと、このような時代に生きる子どもたちには、一

人ひとりが自立した人間として、自国の伝統や文化に立脚し、高い志と意欲を

持って、膨大な情報から何が重要かを主体的に判断し、自ら問いを立ててその

解決を目指し、多様な背景をもった人々と協働しながら新たな価値を生み出し

ていくことが求められています。 

このような時代において、一人ひとりの豊かで幸せな人生と社会の持続的な

発展を実現するためには、社会課題の解決等をけん引し未来を切り開く「社会

の担い手づくり」が急務であり、教育への期待がますます高まっています。こ

れらのことを踏まえ、2040 年の社会を見据えた国の「第４期教育振興基本計

画」を、さいたま市教育という大きな船の羅針盤として、社会的変化という荒

波を乗り越え、私たちが望む未来へと力を合わせ、勇往邁進しなければなりま

せん。 

※ 「エージェンシー」とは、社会的な文脈の中で、変革を起こすために目標を設定し、振り

返りながら責任ある行動をとる能力のことをいいます。 
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さいたま市教育委員会の取組と成果 
 

教育委員会では、令和６年度の目指す方向性を「一人ひとりの幸せな人生と

豊かな社会の創造を追求する『Well-being（幸せ）（※1）を保障する教育』」

とし、その実現を目指して、学校教育・生涯学習を着実に前へ進めてきました。 

公民館や図書館、博物館等の生涯学習関連施設においては、生涯にわたり学

びを更新することの大切さを市民と共有するためネットワークを組み、SDGs

をテーマに各館の特色を生かした魅力ある学びの機会を市民に提供しました。 

一方、各学校においては、子どもたちが１人１台端末を活用しながら、自分の

興味・関心等に応じた学びと、自分とは異なるものの見方や考え方に触れ、刺

激し合いながら学びを深める取組が始まりました。また、スクールダッシュボ

ード（※2）の運用を本格的に開始し、教育データを効果的に利活用すること

で、これまで以上に個別最適な学びを実現するとともに、困難を抱える児童生

徒の早期発見が可能となる基盤を整備しました。さらに、コミュニティ・スク

ール等を中心に、子どもたちの声を学校運営等に反映し、大人と子どもが協働

する取組が拡大しつつあります。全国学力・学習状況調査においては、小・中

学校共に昨年度以上に素晴らしい結果となり、英語教育実施状況調査において

は、５回連続日本一になっています。また、生活習慣等に関する調査において

は、小・中学校共に「地域や社会をよくするために何かしてみたいと思います

か」について、肯定的な回答の割合が全国平均を上回っており、子どもたちの

エージェンシーが向上していることがうかがえます。 

しかしながら、昨年国が示したいじめや不登校等に関わる実態調査結果にお

いて、その数値が全国的に過去最多となり、本市も例外ではありませんでした。

そこで、学校内外において不登校対策を強力に推進するため、校内教育支援セ

ンター（※3）や不登校等児童生徒支援センター（Growth）など、デジタルと

対面の特性を生かした多様な学びの場と居場所づくりの充実を図りました。 

今後も、誰一人取り残さない教育の実現のために、これまで積み上げてきた

日本型の学校教育の良さを「不易」として受け継ぎつつ、教育の可能性を大き

く広げる教育 DX という「流行」を積極的に活用した、新しい時代の「さいた

ま市教育」を力強く推進することが求められます。 
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※１ 「Well-being（幸せ）」とは、Happiness が短期的で個人的な幸せであるのに対し、生

きがいや人生の意義など将来にわたる持続的な幸せや、個人のみならず、個人を取り巻

く場や地域、社会が持続的に良い状態であることを含む包括的な概念です。Well-being 

（幸せ）の捉え方は国、地域の文化的、社会的背景により異なり得るものであり、一人

ひとりの置かれた状況によって幸せの要素は数多く存在しますが、その中でも「健康な

身体」、「心の安定」、学校（学習）、職場、家庭、地域などの「周辺環境」の３つが、持続

的に幸せや豊かさを感じられる状態であることが重要です。 

※２ 「スクールダッシュボード」とは、ICT の活用により日々蓄積される、児童生徒の学習

の記録や生活･健康面に関する記録、教員による指導･支援に関する記録等を、一元的に

可視化するシステムをいいます。 

※３ 「校内教育支援センター」とは、登校はできるものの自分の教室に入れない状況にある

児童生徒が利用できる、学校内の空き教室等を活用した場所や支援の仕組みのことです。

本市では、これまで各校が取り組んでいた別室における支援を「Sola るーむ」と名付け、

制度化しました。「Sola るーむ」という名称はフランス語の Soleil（太陽）とラテン語の

Sola（1 人）、日本語の空を掛け合わせた造語で、全ての児童生徒が、あたたかい支援の

もとで自分の個性を大きく伸ばしてほしいという思いを込めています。 
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「Well-being（幸せ）を保障する教育」の実現を目指して 

­エージェンシーを発揮し、幸福な人生と豊かな社会を自ら作り出していくために­ 

 

今後目指すべき未来の社会とは、AI に代替されることなく一人ひとりが他者

との関わりの中で「幸せ」と「豊かさ」を追求できる人間を中心とした社会です。

この社会では、誰一人取り残すことのないよう、教育基本法が定める教育の目的・

目標と生涯学習の理念を実現するために、学校と学校以外の学びや挑戦の場とな

る教育環境を整えることが一層重要となります。 

現在、教室には、発達障害や特異な才能を持った子ども、家で日本語を話す頻

度が少ない子どもなど、様々な特性を持つ子どもが一定数存在し、これらの特性

が複合しているケースもあります。また、困難を抱えていても、一見困難に直面

しているように見えない子どもや、コロナ禍以降、毎年増加傾向にある不登校児

童生徒をはじめとして、学校に通うことができるものの教室に入れない子どもも

おります。子どもたちを誰一人取り残すことなく、子どもの強みや可能性を最大

限引き出して発揮させる（エンパワメントの）視点を持って、困難や課題を抱え

ている「目の前の子どもの幸せ」と、AI 等と共存していくであろう「子どもの将

来の幸せ」を保障する教育の推進に、学校に携わる全ての大人の力を結集し、こ

れまで以上に全力で取り組んでいかなければなりません。 

教育委員会では、「日本一の教育都市」で「日本一幸せな子ども」はぐくむこ

とを使命とし、令和７年度のさいたま市教育の進むべき３つの方向性を示します。 

 

I. 「さいたま市スマートスクールプロジェクト（SSSP）」の加速度的な推進

による、生涯学習社会を生き抜く「自立した学習者」の育成 

AI や情報技術の急激な進展により、生涯にわたり学び続け、社会の変化に

応じて柔軟にキャリアチェンジしながら人生１００年時代を生き抜く時代の

到来が予測される中で、子どもたちが将来への展望を持ち「自立した学習者」

となるよう、SSSP を学校教育の中核に位置付け、クラウドとデータの利活

用を要とした「学び方」「教え方」「働き方」それぞれの改革を加速度的に推

進していきます。特に、教育と校務の DX 等の ICT 環境は、働き方改革や学

校経営・学習指導等の高度化を実現させ、学習基盤や教育環境を劇的に変え
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ることが期待されます。また、「学び方改革」と「教え方改革」が両輪となり、

デジタルの活用をエンジンとして前進させることで、ダイナミックな教育改

革の実現が可能となります。 

そこで、各学校においては、子どもたちが自分の強みや可能性を最大限生

かしながら自主的に学ぶことのできるデジタル学習基盤の整備と、多様性を

包摂する柔軟な教育課程の編成（カリキュラム・マネジメント）を確実に行

うことが期待されます。特に、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充

実に向けた学校教育の実現のためには、ICT を活用した学びこそが重要な役

割を果たすことになります。子どもたちが「自立した学習者」となるために

は、クラウド上の自らの学びの履歴を活用し、自分に合った教材や学習方法、

学習時間を判断し、自ら学習計画を立て、自己調整しながら学びを深める取

組と、教師の伴走支援が不可欠です。 

教師には、子どもたちにとってオンラインやデジタル等の情報技術が、学

びの困難さや課題をしなやかに乗り越える（レジリエンスの）ために欠かせ

ないツールであり、同時に、協働的な学びの実現を可能にし、学びを豊かな

ものにするために大変重要なツールでもあるという前提に立った授業改善が

肝要です。併せて、学校には、実体験や他者との対話・協働をはじめ、人との

交流やつながりを重視した多様な学習活動の機会を創出することが求められ

ます。 

子どもの笑顔と幸せが、教師のやりがいと幸せに直結することから、学校

と行政が一体となり ICT を活用した「働き方改革」を一層推進し、それによ

って生まれた時間を、子どもに還元される教師自身の学びの充実と子どもと

向き合う時間に費やすことができるよう、「働きやすさ」と「働きがい」のあ

る職場環境づくりを目指します。 

 

II. 教育 DX を踏まえた多様な学びの場の創出と誰一人取り残されない教育の実現  

我が国の教育は、明治期に公布された学制に始まり、この 152 年間で多く

の実績を積み上げ、大きな成果を上げてきました。学校教育は、明治以降「学

習機会と学力の保障」、そして「社会の形成者と全人的な発達・成長の保障」

という本質的な役割を果たしてきましたが、コロナ禍以降、「安全・安心な居
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場所・セーフティネットとしての身体的・精神的な健康の保障」という役割

が明確になり、福祉や支援など外部関係機関との連携・協働がより重要性を

増しました。また、毎年増加傾向にある不登校児童生徒をはじめとして、実

質的に学校以外の学びの場が唯一の学びの場となっている子どもたちの存在

を受け止める必要があります。各学校は、デジタルと体験・交流等をバラン

スよく融合し、誰一人取り残さず、子どもたち一人ひとりの可能性を徹底的

に伸ばし、新しい時代に求められる資質・能力を確実に育成することや、こ

れまでの学校教育の蓄積を評価しつつ、子どもにとっての学びの場や居場所

の選択の幅を広げるなど、新しい時代にふさわしい学校のあり方を模索して

いくことが求められます。 

そこで、本市では、県内初となる「学びの多様化学校」を令和８年４月に

開校し、更なる学びの選択肢を増やしていきます。加えて、外国籍であるこ

とや病気、障害等により学びに不安や課題を抱える子どもたちの、困難の背

景にある障壁を取り除く視点から、全ての子どもがそれぞれの特性や意向等

に応じて活躍できる機会を、デジタルの力をフル活用しながら意図的に創出

していきます。 

今後、各学校は、正解主義的、教師主導的、予定調和的なあり方から抜け

出し、一人ひとりの子どもを主役とした学校教育の実現に向け、これまでの

日本型の学校教育の良さを受け継ぎながらも、時代と社会の変化や要請に応

じて、教育の転換を図っていくことが求められます。 

 

III. 学校に携わる全ての人のエージェンシーをはぐくむコミュニティ・スクー

ルの進化・深化・真価 

学校とは、それ自体が、子どもたちや教職員、保護者、地域の方々などか

ら構成され、共に学び成長する一つの社会です。子どもたちは、学校という

社会の中で、生まれ育った環境や障害の有無、国籍や文化的背景に関わらず、

様々な仲間とつながりながら学びを深化させていきます。そして、その学び

を通じて、自分の主体的な活動によって身の周りや社会を少しでもよりよく

しようとする行動や、自分のアイデンティティが認められることを通して、

自信や達成感、成就感などの実感を伴い社会的に自立・自律していきます。 
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そこで、各学校は、学校運営協議会制度やオンライン環境を活用して、公

民館や図書館に加え、大学、企業、NPO など学校外の教育資源と社会の変化

を教室に積極的に取り込んで、有効に活用することがますます重要となりま

す。また、校長や教職員には、学校という名の社会に対する子どもたちの思

いや願いを受け止めるとともに、子どもたちが意見を表明しやすい環境づく

りと、その意見を学校運営協議会や地域等で生かすなど、子どもたちが学校

運営や地域形成の一員として民主的で公正な社会を実体験できる場づくりが

期待されます。 

コミュニティ・スクールにおいて、多くの大人達が協働して課題解決を図

りながら、自分たちの意見等を具現化していく姿こそが、生きた学びの教材

となり、「Well-being（幸せ）を保障する教育」そのものとなります。その姿

と子どもの姿が相似形として重なり、今後、子どもたちが予測できない社会

の変化に向き合う中で、「エージェンシー」を発揮して、自分の幸福な人生と

豊かな社会を自ら創り出していく姿につながるものと確信しています。 
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Ⅰ 12 年間の学びの連続性を生かした「真の学力」の育成 

 

全市立学校の特色や 12 年間の学びの連続性を重視し、学校種間の系統的な

連携・接続を生かした教育活動を展開します。 

特に、子どもの発達段階を踏まえた知識・技能、思考力・判断力・表現力等

の認知能力と、学びに向かう力やものごとをやり抜く力等の非認知能力を合わ

せた「真の学力」をはぐくみ、将来にわたって新たな価値を生み出す力を育成

します。 

また、本市が目指す「真の学力」を育成するためには、充実した ICT 環境を

基盤として、児童生徒が多様な他者と関わり合いながら、自ら立てた課題に対

して、解決の方法を考えながら探究を積み重ねていくプロセスが重要です。児

童生徒が生涯にわたって学びに向かう力を身に付けることができるように、デ

ジタル学習基盤の活用により、自立した学習者を育成します。 

 

（１）「主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）」の実現に向け

た授業改善の推進 

（教育課程指導課） 

国の第４期教育振興基本計画において、2040 年以降の社会に向けて、「主

体性」「創造力」「課題設定・解決能力」「チームワーク」などの資質・能力を

備えた「持続可能な社会の創り手」の育成が求められており、そのためには、

子どもたちがエージェンシーを身に付けることが重要です。そこで、自ら学

び、考え、主体性を持って行動する力の育成を目指し、日々の授業実践にお

いて、デジタル学習基盤を効果的に活用した「主体的・対話的で深い学び（ア

クティブ・ラーニング）」の実現に努めます。 

令和６年度は、指導主事が全ての教師の授業を観察し指導・助言を行う「指

導訪問」において、「学習者が主体的に学ぶ授業」の実現に向けたチャレンジ

を促したり、新たに指導訪問後のフォローアップ体制を整えたりすることで、

教師の実態に即した適切な指導・助言を行いました。また、「学習者が主体的

に学ぶ授業」という視点で、教師が常に自身の授業を客観的に振り返り、授

業改善に資することができる「学びの指標」（※１）の本格的な運用を始め、
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全校調査を年２回実施しました。各学校においては、その結果を指導主事に

よる指導と合わせて活用することで、授業改善や指導力の向上を図りました。 

令和７年度は、「学習者が主体的に学ぶ授業」の一層の実現に向け、特に、

答えのない課題を解決するために不可欠となる「深い学びの実現を目指した

探究的な学び」を推進します。具体として、既存の授業モデルである「さい

たま市アクティブ・ラーニング型授業」（授業者の視点）と、「学びのポイン

ト（じ・し・ゃ・ク）」（※２）（学習者の視点）を統合し、授業者と学習者の

双方が、単元や題材など内容や時間のまとまりを見通しながら、習得、活用、

探究する学習の流れをデザインできるようにする「学びの探究コンパス」を

策定します。この取組により、資質・能力をはぐくむ深い学びの実現に向け

た授業改善をより一層推進していきます。 

※１ 「学びの指標」とは、児童生徒による「学習者の視点」からのアンケートによる振り

返りと、教員による「授業者の視点」からの振り返りとの往還による授業改善を図る

ための指標です。 

※２ 「学びのポイント（じ・し・ゃ・ク）」とは、学習者主体の学びを目指すために、教師

及び児童生徒が意識すべきポイントをまとめたもので、「じぶんできめる（学習計画や

学習方法の選択や決定）」「しこうする（考え方の習得や思考ツールの活用）」「やって

みる（ICT 等を活用した考えの表現、社会に向けた情報発信）」を、「クラウド」を基

盤として行うことを目指します。 
 

（２）「さいたま市スマートスクールプロジェクト（SSSP）」の推進 

 （教育研究所） 

国の GIGA スクール構想によって、１人１台端末や高速大容量のネットワ

ークが各学校に整備されてから、はや４年の月日が経過しました。令和６年

度全国学力・学習状況調査においては、「前年度までの学習でほぼ毎日、タブ

レットや PC などの ICT 機器を使用した」と回答した児童生徒の割合が、令

和３年度比で小学校６年生は 28.1 ポイント増、中学校３年生は 38.5 ポイ

ント増という結果であり、今や ICT は、児童生徒の学びの中に確実に浸透し

てきました。デジタル化には一般に、第１段階の「デジタイゼーション」、第

２段階の「デジタライゼーション」、第３段階の「デジタルトランスフォーメ

ーション（DX）」があると言われています。本市においては、第１段階、つ

まり紙のプリントなどアナログな情報をデジタル化する段階から、第３段階

の、デジタル化を通じて教育のあり方や組織そのものを変革していく段階を
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目指し、「さいたま市スマートスクールプロジェクト（SSSP）」を推進してき

ました。 

その成果として、令和６年度は、教育データ利活用の基盤であるスクール

ダッシュボードの運用が、全市立小・中・特別支援学校で本格的に開始され、

これまでの教師の豊かな経験や勘に加えて、児童生徒に関する客観的なデー

タを踏まえた指導・支援が行われるようになりました。また、教育 DX に係

る国の実証事業「リーディング DX スクール事業」指定校である大東小学校

や木崎中学校の、デジタルの優位性を生かした学習者主体の学びの事例を横

展開することで、各校の授業のあり方が、少しずつ変わろうとしています。 

令和７年度は、全ての教職員がスクールダッシュボードや、教育データの

効果的な利活用の意義を理解し、イメージを明確に持つことができるよう、

取組事例を作成してまいります。また、児童生徒用端末のほとんどが更新の

時期を迎えることから、新しく整備される端末と、それを支えるシステムを

整備することにより、児童生徒が世界中のあらゆる情報にアクセスしたり、

クラウド上で情報を瞬時に共有し協働したりする環境をこれまで以上に整え、

「個別最適な学び」と「協働的な学び」の一体的充実を目指します。一方で、

このことにより、児童生徒が扱う情報量は、飛躍的に増加することから、児

童生徒が不確かな情報に振り回されず、自ら判断し適切に活用できるように、

情報モラルを含めた情報活用能力の向上を強化します。特に、近年急速に発

展・普及している生成 AI については、その特性やリスク等への十分な理解が

必要となります。そこで、児童生徒が生成 AI と向き合う上で必要となる、問

いを立てる力やクリティカルシンキングなどの能力と、教職員が授業及び業

務の改善に活用していく上で必要となる情報リテラシーを高めるため、生成

AI の研究モデル校を新たに設定し、事例の整理と研修の充実に努めます。 

 

（３）効率的に目的を達成するための論理的思考力を鍛えるプログラミング教育の実践 

（教育課程指導課） 

情報化やグローバル化の加速度的な進展によって、将来の予測が困難な社

会においては、子どもたちに、AI などをはじめとする情報技術を活用して

問題を解決する資質・能力を身に付けさせることが求められています。中で
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も、情報や情報技術を主体的に活用しながら効率良く目的を達成するために

論理的に考える「プログラミング的思考」は、学習の基盤となる資質・能力

の一つとして必要不可欠なものとなります。 

そこで、令和６年度は、プログラミング的思考を育成し、新たな価値の創

造に挑む人材の育成を目指す「プログラミング教育『さいたまモデル』」

（※）を踏まえ、管理職と専門性の高い教師で構成される「プログラミング

教育推進プロジェクトチーム」を結成し、小学校の算数・理科、中学校の理

数分野や技術分野などの単元計画や指導案をまとめた「プログラミング教育

指導資料」を作成しました。また、研究指定校を新たに２校設け、プログラ

ミング教材を用いたプログラミング的思考の効果的な育成や、各教科等にお

けるプログラミング的思考を活用した課題解決について、研究を深めてきま

した。 

令和７年度は、児童生徒のプログラミング的思考の習得状況の把握を目的

とした効果測定を実施し、その結果に基づいて、「さいたまモデル」の改訂

やこれまで蓄積した指導資料の改善、研修会や公開授業研究会の見直し等を

行います。そして、プログラミング教育に係る取組を体系化した「未来の学

びプログラミング研修パッケージ」による新たな研修等を実施することで、

教師の指導力向上を図っていきます。 

※ 「プログラミング教育『さいたまモデル』」とは、小・中・高等学校の１２年間を見通し

たプログラミング教育の実践ができるよう、発達段階に応じて育成すべき資質・能力と、

それを踏まえた教材の活用について系統立てて示したさいたま市独自のモデルです。 

 

（４）スクール・ミッションを踏まえた市立高等・中等教育学校の更なる特色

化・魅力化の推進 

（高校教育課） 

市立高等・中等教育学校では、スクール・ミッション（学校の存在意義や期

待される社会的役割）に応えるべく、スクール・ポリシー（育成を目指す資質・

能力や、教育課程の編成及び実施に関する方針など）を策定し、それに基づき、

教育活動を推進しています。 

浦和高等学校では、人間的魅力を高め、地域・世界に貢献する人材の育成、
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社会に対応する柔軟性、主体的に生き抜く力、及びチャレンジする態度の涵養

を目指して、生徒が高い知性と幅広い教養を身に付けることができるよう教育

課程を編成・実施しています。令和６年度は、質の高い授業に加え、夏期講習

会において 57 講座を開講し、国公立大学や医学系学部への現役合格など、生

徒の希望進路の実現を支援しました。令和７年度は、より高いレベルの授業と

３年間を見通したきめ細かな進路指導の充実を図り、生徒の第一志望への進路

実現率の向上を目指します。 

浦和南高等学校では、探究的に答えのない問いに挑戦し続ける生徒を育成す

るとともに、世界・地域との多様な交流を通して、文化・芸術、スポーツなど

を探究し、新たな価値を創造する人材の育成を目指しています。また、それぞ

れの進路に合わせて必要な科目を自由に選択することができる進学重視型単位

制高校の強みを生かした教育課程を編成し、教育活動を展開しています。令和

６年度は、３年次の教育課程に、生徒の希望進路に対応した 34 科目の授業を

設定するなど、大学進学に対応した選択科目や進路指導を実施しました。令和

７年度は、多くの選択科目において少人数授業を推進し、きめ細かな学びを展

開していきます。また、生徒個々が探究テーマをもち、年間を通して諸課題に

対応する学習「総合的な探究の時間」への取組を進めます。さらに「スポーツ

を科学する生徒の育成」を実践する地域連携型高校として、人工芝グラウンド

などを活用した地域との交流を積極的に推進していきます。 

大宮北高等学校では、失敗を恐れず、何事にもチャレンジし続ける生徒の育

成、及び高い「志」を実現するグローバルサイエンス人材の育成を目指して、

PBL（※１）（課題解決型授業）を重視し、生徒が他者との協働を生かしながら、

主体的に学ぶことができる教育課程を編成・実施しています。令和６年度は、

国の「SSH（スーパーサイエンスハイスクール）第Ⅱ期指定校」及び「科学技

術人材育成重点校」として、台湾の高校生との交流やハワイでのフィールドワ

ークなど、海外の公共機関と協働した研究活動を拡大・深化させました。また、

年間を通じて市内の小・中学生を対象としたアウトリーチプログラムを実施し、

児童生徒のサイエンスに対する興味・関心を高めることに貢献しました。令和

７年度は、引き続き、理数教育の充実を図るとともに、次世代社会を牽引する

グローバルサイエンス人材の育成を目的としたSSH 第Ⅲ期指定を目指します。 
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大宮国際中等教育学校では、よりよい世界を築くことに貢献する地球人の育

成、及び未来の学力を備え国際的な視野をもつ生徒の育成を目指して、県内公

立校初の IB（国際バカロレア）の MYP（ミドル・イヤーズ・プログラム）（※

２）、DP（ディプロマ・プログラム）（※３）両方の認定校として、大学・企業・

NPO などと連携・協働した PBL などを中心に据え、６年間の系統的・継続的

な教育を展開しています。全学年が揃った令和６年度は、１～４年生で MYP

を修了した生徒が、各自の目標に合わせ、MYP に続けて DP に基づいた学習

を行う「Global Course（グローバルコース）」、「Liberal Arts（リベラルアー

ツ）」、及び「STEM（ステム）」の３つからコースを選択できる、６年間を通し

た学習指導体制を確立することができました。令和７年度は、身近な課題から

世界的な問題を題材とした課題の解決に取り組む「３G Project」などの探究

学習を通して、主体的に学び続ける姿勢やチームで課題解決に向かう姿勢をよ

り一層はぐくむとともに、生徒の国内外の希望進路実現のための支援について、

更なる充実を図っていきます。 

※１ 「PBL（Project Based Learning）」とは、「課題解決型学習」ともよばれ、知識の暗記

などのような生徒が受動的な学習ではなく、自ら課題を発見し解決する能力を養うこと

を目的とした教育法のことです。 

※２ 「MYP」とは、11 歳から 16 歳を対象としたプログラムで、IB 教育の基礎学習として

位置づけられています。カリキュラムは８つの学習分野（言語 A、言語 B、人文科学、理

科、数学、芸術、体育、テクノロジー）で編成されています。 

※３ 「DP」とは 16 歳から 19 歳までを対象としており、所定のカリキュラムを２年間履修

し、最終試験を経て所定の成績を収めると、国際的に認められる大学入学資格（国際バカ

ロレア資格）が取得可能なプログラムのことです。 

 

（５）子どもたちの未来をはぐくむ豊かな「体験活動」の推進 

（舘岩少年自然の家） 

デジタル化の進展により、SNS 等の情報伝達をはじめとした様々な利便性

がもたらされた半面、リアルな体験活動の機会が薄れつつあります。子ども

たちの成長には、実際に五感を働かせた体験が重要であるため、「自然の教室」

における自然体験活動をより一層推進することを通じて、児童生徒の挑戦し

ようとする力や協調しながら物事を進める力などの「非認知能力」（※）を高

めていきます。 

令和６年度は、全市立小・中学校がリニューアルした舘岩少年自然の家を
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拠点として自然体験活動を実施しました。非認知能力に関するアンケートの

結果では、事前と事後で比較し、「達成感」、「思考」、「自然への関心」の項目

において向上が見られました。また、体験活動の推進を目的に令和５年度か

ら取り組んでいる「さいたま市から『体験の風をおこそう』運動推進事業」

においては、令和５年度よりも協力団体を６団体増やし、10 団体がそれぞれ

の専門性や強みを生かした体験活動を実施しました。なかでも協力団体とし

て加わった新聞社やテレビ局などのマスメディアを活用した広報活動を展開

したことにより、令和５年度よりも多くの子どもたちが各事業に参加しまし

た。 

令和７年度は、「自然の教室」における自然体験活動を通して、児童生徒の

非認知能力の更なる向上に生かすため、学識経験者からの助言を受け、アン

ケートの内容や評価方法、分析の仕方について研究を進めていきます。また、

「さいたま市から『体験の風をおこそう』運動推進事業」については、さら

に多くの団体と連携し、魅力ある事業を展開することで、子どもたちの未来

をはぐくむ豊かな「体験活動」を提供していきます。 

※ 「非認知能力」とは、物事に対する考え方、取り組む姿勢、行動など、日常生活・社会

活動において重要な影響を及ぼす能力のことです。それに対し、テストの点数や IQ(知

能指数)など、「数値」で表すことができるものは「認知能力」といわれます。 

 

（６）中・高の連続性の強みを生かした教育の推進と学校教育の質の向上 

（高校教育課） 

中・高の各段階で身に付けておくべき力を明確にし、発達の段階に応じた

縦のつながりと、各教科等の横のつながりを意識しながら、「市立」という強

みを生かし、中学校と高等学校の円滑な接続による質の高い教育活動を展開

していきます。 

具体的には、中・高一貫教育校である浦和中学校・高等学校と大宮国際中

等教育学校では、中学校段階から高等学校段階への円滑な接続と６年間の連

続性を持った、魅力あるカリキュラムの研究・実践を行うとともに、その成

果については、成果発表会や授業公開等を実施して全市立学校に還元してい

ます。 
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浦和南高等学校では、部活動を中心に、中学生と共に活動する場をつくり、

中学校と高等学校の円滑な接続を意識し、生徒が自分で学びのデザインがで

きる進学重視型単位制高校の強みを生かした教育活動を積極的に推進します。 

SSH の指定校である大宮北高等学校では、令和５年度より科学技術人材育

成重点校として、小・中学校の教職員を対象とした、「さいたま STEAMS 教

育」（※）に関する探究的な学びの研究実践の公開や、SSH ファシリテータ

ー養成講座を通して、小・中・高等学校の教職員と実践事例の研究協議を行

いました。研究成果や指導方法については全市立学校への還元も含め、毎年、

成果発表会を実施しています。 

令和６年度は、教職員が中・高の６年間の連続性をより意識できるように、

高等・中等教育学校の教職員が中学校の「グローバル・スタディ」の授業を

観察しました。また、浦和中学校と大宮国際中等教育学校では、小学校を含

めた、12 年間の学びの連続性を生かした教育について校種を越えた取組を

推進するため、小・中学校の教職員を対象とした授業公開を実施しました。 

令和７年度は、小・中学校や高等学校等が実施する研究発表会・相互授業

観察や、浦和中学校と大宮国際中等教育学校の授業公開等の取組をより一層

推進します。加えて、相互授業観察を実施し、発達段階に応じた教育の実態

や課題を共有し、校種を越えた授業研究の活性化を図り、指導方法等を還元

することで市立学校の教育の質の向上を目指します。 

※ 「さいたま STEAMS 教育」とは、「STEAM 教育」Science（科学）、Technology（技

術）、Engineering（工学）、Art（芸術・リベラルアーツ）、Mathematics（数学）に Sports

（スポーツ）を加えた各教科での学習を実社会での課題解決に生かしていくための教科

等横断的な教育のことです。 

 

（７）カリキュラム・マネジメントの充実による「さいたま市小・中一貫教育」の質の向上 

（教育課程指導課） 

学習指導要領の改訂、児童生徒１人１台端末の整備、学校における働き方

改革の推進など、学校教育を取り巻く状況が大きく変化する中、学校は、デ

ジタル学習基盤の効果的な活用によりカリキュラム・マネジメントの充実を

図り、教育活動の質を向上させることが期待されています。そのため、各学

校は児童生徒の実態と地域の実情を確実に評価・分析し、学校教育に関わる

15



 
 

様々な取組を、教育課程を中心に据えながら、校長の責任のもと全教職員で

組織的かつ計画的に編成・実施することが重要です。 

令和６年度は、教職員の学校運営への参画意識の向上を図る「学校自己評

価システム」と「教職員人事評価システム」の有機的な連携、学校と地域の

特色を生かした単元・題材配列表「カリマネデザインマップ」（※１）の作成、

クラウドを活用して情報共有するための「カリマネプラットフォーム」（※２）

の整備など、各学校のカリキュラム・マネジメントを支える新たな仕組みを

整えました。 

令和７年度は、各学校がこれらの仕組みを最大限に活用し、小・中一貫教

育の視点をもって、義務教育９年間を見通したカリキュラム・マネジメント

を行えるよう、各中学校区において、「カリマネデザインマップ」を中心に据

えた関係小・中学校の合同研修会や相互授業観察等を実施する仕組みを整え

ます。また、新たに小学校中学年の教科担任制の導入と、より効果的な実施

体制について、モデル校を指定して研究を進めていきます。 

※１ 「カリマネデザインマップ」とは、各教科、特別活動、総合的な学習の時間、学校行事

などの学習活動が、相互に関連付けて実施できるように、年間のどの時期に実施するの

かを一目で把握できるように配列した表のことです。 

※２ 「カリマネプラットフォーム」とは、クラウド上で、自校及び他校の「年間指導計画」

や「カリマネデザインマップ」にアクセスできるスペースのことです。 

 

（８）学習状況調査等の教育データを利活用した教育支援の充実 

（教育研究所） 

児童生徒を取り巻く環境が、昨今の社会的背景によって大きく変化する中、

教育施策や教育指導の改善・充実には、学習状況調査結果をはじめとする大

規模な教育データの統計的な分析に基づく活用が求められます。 

令和６年度は、CBT（※）化した「さいたま市学習状況調査」結果の活用

の一層の推進に向け、CBT 化した調査ならではの詳細な教育データを各学校

が分析し、自校の学力向上策に積極的に反映できるように、授業アイディア

例や復習用類似問題を提供しました。また、各学校の学力向上策等である「学

力向上ポートフォリオ」の教育委員会内での共有や、「学力向上カウンセリン

グ学校訪問（学力向上支援研修）」をはじめ、指導訪問や要請訪問により、各
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学校が自走するための研修方法の工夫改善など、学校の実態に即した支援を

可能にしました。 

令和７年度は、全ての児童生徒の可能性を引き出す教育活動の質的向上を

図るため、東京学芸大学や立正大学等の専門機関との連携による統計的な分

析など、教育データの利活用に向けた研究をさらに進めます。また、これら

の取組により得られる知見を、各種学校訪問や「学習状況調査研修会」を通

して、全ての学校に広め、国及び市の学習状況調査を基軸とした実効性のあ

る教育指導の検証改善サイクルを推進していきます。 

※ 「CBT」とはコンピュータ使用型調査（Computer Based Testing）のことです。 

調査の CBT 化により、動画問題の出題や自動採点による迅速な結果提供が可能になり

ます。 

 

（９）各学校の個別の課題を学校間で協働して解決に迫る「学校課題研究」の推進 

（教育課程指導課） 

さいたま市の学校教育の歩みは、常に各学校における研究とともにあり、熱

心に研究に取り組む教職員の不断の努力と情熱によって、「日本一の教育都市」

さいたま市が支えられているといっても過言ではありません。とりわけ、その

時々の多種多様な教育課題について、他校に先駆けて実践研究に取り組み、そ

の成果を市内外に広めてきた研究指定校は、非常に重要な役割を果たしてきま

した。一方、児童生徒を取り巻く社会は大きく変化し、絶え間ない技術革新等

による社会構造の変化など、予測困難な時代を迎えています。こうした中、学

校において獲得する知識の意味が大きく変化し、児童生徒が目の前の課題と向

き合い、他者と協働して課題を解決していく力や、複雑な状況変化の中でも挑

戦と失敗を繰り返しながら、目的を再構築する力などが求められています。 

このような変化に対応すべく、令和６年度は、「幸せな人生と豊かな社会を創

造するために自ら学び、考え、主体性を持って行動できる力」を育成すること

を目標として学校課題研究を一新しました。各学校では今日的な課題から設定

された４つの研究領域（※）から１つを選び、各校の課題解決と魅力ある学校

づくりに向けて、研究を推進しました。研究指定校に選ばれた 30 校では研究

の過程を広く公開し、同じ研究領域の学校が協働的に研究を進められるよう、
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中間発表や研究成果の共有を行いました。 

令和７年度は、指定校 11 校の研究成果の共有と、４つの研究領域ごとの情

報交換等を通して、学校課題研究を横展開することにより、「日本一の教育都市」

で「日本一幸せな子ども」をはぐくむ教育の実現に努めていきます。 

※ 「４つの研究領域」は、「『個別最適な学び』と『協働的な学び』の一体的な充実」、「教科

等横断的な視点に立った探究的な学び」、「学びの連続性を生かした真の学力の育成」、「グ

ローバル社会で活躍できる人材の育成」です。 

 

（10）生涯にわたり深い学びを支える子ども読書活動の推進 

（教育課程指導課・資料サービス課） 

子どもの読書活動は、子どもが言葉を学び、感性を磨き、表現力を高め、

創造力を豊かなものにし、人生をより深く生きる力を身に付けていく上で欠

くことのできないものです。社会全体のデジタル化に伴い、読書の形も多様

化する中、全ての子どもたちが読書に親しみ、豊かな資質・能力をはぐくん

でいけるよう、「さいたま市子ども読書活動推進計画（第四次）」に基づき、

各学校と市内 25 館の図書館が連携して読書活動を推進しています。 

令和６年度は、毎月 23 日の「さいたま市子ども読書の日」を普及するた

めの読書キャンペーンとして、学校では、読書習慣をつける校内一斉読書や

選書の幅を広げる読書ビンゴ（※１）等、子どもたちの読書意欲を高め、幅

広い読書を促すような特色ある取組を行いました。一方図書館では、中学生・

高校生に図書館の魅力や価値を知ってもらう「図書館ボランティア体験」や

「ビブリオバトル（知的書評合戦）」（※２）、「POP バトル」等を実施しまし

た。また、子どもの読書活動において優れた実践をしている学校や団体等を

表彰し、家庭・地域・学校等と連携した子どもの読書活動の普及・啓発を行

いました。 

令和７年度は、学校と図書館がより一層連携し、児童生徒が電子書籍を閲

覧できる環境の整備や、図書館の利用促進に向けて、本に触れる喜びや読書

の魅力を伝えるためのイベント・講座を積極的に実施していきます。加えて、

各学校において、読書活動の基盤となる資質・能力の一つとして、全ての教

育活動を通して、多種多様なテキストを比較・関連付けながら読み深め、理
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解して活用し、熟考する能力である「読解リテラシー」について、より詳細

に習得状況を把握するために調査方法を拡充し、実態に基づいた具体的な授

業改善を進めていきます。そして、子どもたちの生涯にわたる深い学びの基

礎を養い、豊かな心と生きる力をはぐくむ読書環境を整備するため、これま

での事業成果や課題を整理し、学校教育における読書活動の推進に注力しな

がら、「子ども読書活動推進計画（第五次）」を策定します。 

※１ 「読書ビンゴ」とは、ビンゴのマスに書かれた様々なジャンルの本を読み、ビンゴの完

成を目指すものです。 

※２ 「ビブリオバトル」とは、参加者が読んで面白いと思った本を紹介し、一番読みたくな

った本を参加者・観戦者の多数決で選ぶ、知的書評合戦のことです。 
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Ⅱ グローバル社会で活躍できる豊かな人間性と健やかな体の育成 

 

グローバル化や気候変動などの地球規模での課題解決が求められる中、個人

と社会の Well-being（幸せ）を実現していくためには、言語や文化が異なる

人々と、国内外の様々な場において、外国語で意見を述べたり、交流したりす

ることを通して、多様性を理解し、協働していく力を育成することが重要です。 

また、一人ひとりが生きがいや人生の意義など、将来にわたる持続的な Well-

being（幸せ）を実現するために、多世代交流や異年齢交流等、様々な体験を通

じて学びに向かう姿勢や自己肯定感・自己有用感、豊かな情操や道徳心等、豊

かな人間性を培うことも重要です。 

そこで、あらゆる社会的変化を乗り越え、幸せな人生と豊かな社会の創造を

目指し、豊かな人間性と生涯にわたってたくましく生きるために必要な健康や

体力の育成を図っていきます。 

 

（１）世界のとびらを開く「グローバル・スタディ」の更なる進化 

（教育課程指導課） 

国際情勢の不安定化により、世界経済の停滞や国際的な分断への懸念が高

まる中、地球規模の課題を自らの問題として捉え、社会を舞台に様々な分野

で活躍するグローバル・リーダーの育成が期待されています。これには、一

人ひとりが自分のよさや可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値あ

る存在として尊重し、多様な人々と協働しながら、課題解決を図ることがで

きる資質・能力をはぐくむことが不可欠です。そこで本市では、独自の英語

教育「グローバル・スタディ」を推進し、グローバル社会で主体的に行動し、

たくましく豊かに生きる児童生徒を育成しています。 

令和６年度は、実践的・体験的に英語を活用する場としてイングリッシュ・

キャンプやオーストラリアの学校とのオンライン交流を充実させるとともに、

可視化・分析された効果測定の客観的なデータに基づき、中学校のカリキュ

ラムを改訂し、指導力向上のための研修会を行いました。 

令和７年度は、「SAITAMA Jr.プロモーター」（※）の活動の１つである動

画コンペティションについて、「グローバル・スタディ」のカリキュラムに位
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置付けて実施することで、本市や日本の魅力を世界に向けて発信する活動を

より多くの児童生徒が経験できるようにします。さらに、９年間の学びの連

続性に重点を置いて改訂を行った「グローバル・スタディ」カリキュラムの

検証を実施します。ワーキンググループの研修会や効果測定において、量的・

質的の両面から授業の充実を図ることで、「グローバル・スタディ」を新たな

ステージへと進化させます。 

※ 「SAITAMA Jr.プロモーター」とは、英語を活用し、さいたま市や日本の魅力を世界に

向けて発信する役割を担う児童生徒のことです。 

 

（２）幸せな未来の創造に向けて行動する力を育成する国際教育の推進 

（教育課程指導課・高校教育課） 

国際社会がますます進展する中で、将来にわたる社会の持続的な成長と発

展を実現させるためには、世界を舞台に活躍するリーダー人材を育成するこ

とが不可欠です。そのためには、海外での異文化体験を通じて、多様性を理

解し受け入れる力や、グローバルな視野で物事に取り組む資質や能力の向上

が重要です。 

令和６年度は、全中学校等の代表生徒をニュージーランドへ派遣する国際

交流事業に加え、浦和中学校では３年生のオーストラリアでの海外フィール

ドワーク、大宮国際中等教育学校では３年生のニュージーランド語学研修や、

５年生のピッツバーグ市での海外フィールドワーク等、校外行事を充実させ

ました。また、中・高等・中等教育学校の生徒を対象に「さいたま市模擬国連

大会」を開催し、スピーチや交渉等の実践を通じ、リサーチ力や表現力、論

理的思考力等、グローバル人材として必要な力の育成を図りました。 

令和７年度は、「さいたま市模擬国連大会」を、これまでの英語議場に加え

日本語議場を追加して拡大開催し、多角的なものの見方を通して国際問題に

ついて考える場をより多くの生徒に提供します。また、より多くの児童生徒

が、実際に現地へ行かなくても、異文化に触れ、国際的な視野を広げること

ができるよう各小・中学校で実践されている海外の学校との交流授業や作品

交流等について、動画や研修会等で情報を共有するとともに、オンライン等

で国際交流を希望する学校のニーズに応えられるよう環境を整えます。 
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（３）社会のつながりの中でよりよく生きる力をはぐくむキャリア教育の推進 

（教育課程指導課・生涯学習振興課） 

急激に進展するグローバル化やデジタルトランスフォーメーションは、労

働市場に大きな影響を与え、これからの時代の働き手に必要となる能力とし

て、今後は、AI やロボットによる代替が困難な、新しいものを創り出す創造

力や、他者と協働しチームで問題を解決する力が、一層求められます。こう

した変化の激しい時代を、子どもたちが夢や希望を持ち、自分の未来を切り

拓いて生きていくための基盤となる資質・能力を身に付けられるよう、キャ

リア教育の推進を図ります。 

令和６年度は、地域の事業所で中学生が職場体験を行うことで、望ましい

勤労観、職業観をはぐくみ、学ぶことの意義を考える機会とする中学生職場

体験事業「未来（みら）くるワーク体験」や、企業へのビジネス提案を通して

起業家的資質・能力をはぐくむ「さいたまエンジン」を実施してきました。

また、夢を持ち努力することの大切さ、仲間と協力することの大切さを伝え

るため、本市にゆかりのある方や様々な競技の現役選手、OB・OG を学校に

派遣する「夢工房 未来（みら）くる先生 ふれ愛推進事業」や「JFA ここ

ろのプロジェクト 夢の教室」、銀行や証券会社による金融経済教育など、地

域社会と連携した教育活動を進めてきました。加えて、新たに社会人講師リ

スト「さいたまスペシャ List～社会の変化を教室へ～」を作成し、「社会の風」

を学校に取り入れるため様々な分野の身近な専門家を学校に招いた授業の推

進を図りました。 

令和７年度は、「未来（みら）くるワーク体験」において、市長部局や包括

連携協定企業とこれまで以上に連携し、「さいたまシティスタット」（※）を

活用した広報活動を進めることで、受入れ事業所の更なる拡充を図り、子ど

もたちが自分らしい豊かな人生をデザインできるよう、多様な職業体験の提

供に努めます。また、子どもたちが地域社会とつながりながら仲間と協力し、

社会的・職業的自立に必要な基盤となる能力をはぐくむため、新たに本市独

自の「未来（みら）くるキャリア・カリキュラム」の開発に向けて、検討を進

めていきます。 

 

22



 
 

※ 「さいたまシティスタット」とは、各種統計や施策・事業に係る数値等の行政情報を庁内

において共有し、これらのデータを分析することにより、市民ニーズや課題の把握、解決

策の企画立案等に活かす取組です。 

 

（４）子ども主体のいじめ防止対策の推進 

（生徒指導課） 

国及び本市において、いじめの認知件数、重大事態発生件数が過去最多と

なったことから、いじめの重大事態化を防ぐための早期発見・早期支援を強

化する必要があります。本市では、児童生徒の問題行動等に対応する課題解

決的な指導に加え、児童生徒が自発的・主体的に自らを発達させていくこと

が尊重され、その発達の過程を学校や教職員がいかに支えていくかという視

点に立った、「発達支持的生徒指導」を推進しています。特に、いじめ防止対

策をさらに推進し、児童生徒の命を守ることを最優先と捉え、誰一人取り残

されない、安心して学ぶことができる環境づくりに努めています。 

これまで「児童生徒 心のサポート手引き」に基づく、いじめに関する組

織的対応に加え、令和６年度から新たに「さいたま市ストップいじめ！子ど

もサミット」を開催し、子ども主体のいじめ防止等のための施策を展開する

ことにより、これまで以上に安全・安心な学校づくりを推進しています。 

令和７年度は、いじめの重大事態化を防ぐための組織的対応を徹底するこ

とができるよう、指導主事に加え弁護士や公認心理士等の外部専門家を学校

に派遣し、いじめ等に係る対応について助言等を受けられる仕組みをさらに

充実させ、学校への支援体制を強化します。また、いじめの早期発見の強化

のため、「心と生活のアンケート」等の教育データの利活用や、「スクールダ

ッシュボード」に発せられる子どもの SOS など、子どもの心の危機を早期

に発見する仕組みを充実させます。 

 

（５）一人ひとりの教育的ニーズに応じる特別支援教育の推進 

（特別支援教育室） 

多様な教育的ニーズを有する子どもたちの自立と社会参加に向け、障害者

権利条約や障害者基本法等に基づき、障害のある子どもと障害のない子ども

が可能な限り共に教育を受けられるための条件整備と、一人ひとりの教育的
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ニーズに応じることができる多様な学びの場を整備し、インクルーシブ教育

システムの実現に向けて取り組みます。 

令和６年度は、小・中学校に在籍する医療的ケアを必要とする児童生徒の

学校生活を支援するため、学校内だけでなく校外学習においても、看護師に

よる医療的ケアが実施できるよう、実施の範囲を拡大しました。また、特別

支援教育を受ける児童生徒の「個別最適な学びと協働的な学びの実現」のた

め、教職員の特別支援教育の専門性の向上を目的とした、管理職と特別支援

教育コーディネーター等対象の研修の充実を図るとともに、特別支援学校教

諭二種免許状取得のための免許法認定講習を実施しました。 

令和７年度は、宿泊を伴う校外学習でのみ医療的ケアを必要とする児童生

徒にも、看護師による医療的ケアを実施し、小・中学校における医療的ケア

の支援をさらに拡大します。また、通常の学級に在籍し、特別な教育的支援

を必要とする児童生徒に対する支援の充実を図るため、発達障害・情緒障害

通級指導教室を新たに３教室、小・中学校に開設します。さらに、校長会等

の様々な機会を捉え「さいたま市特別支援ネットワーク連携協議会」の活用

促進に向けた周知を行い、特別な教育的支援を必要とする児童生徒に対して

より適切な支援が行われるよう、各学校の支援体制の強化に努めます。 

 

（６）国際バカロレアの教育によるグローバル人材の育成 

（高校教育課） 

グローバルな社会課題を解決しようとする態度や、多様性を受容し他者と

協働する能力など、新たな未来を牽引し、国際社会の第一線で活躍するため

に必要な資質・能力をはぐくみます。 

これまで、大宮国際中等教育学校は、国際バカロレアにおける MYP（ミド

ル・イヤーズ・プログラム）、DP（ディプロマ・プログラム）の認定校とな

り、世界共通の国際教育プログラムに基づいた新しい学習スタイルで教育活

動を展開してきました。MYP、DP のカリキュラム実践を通じて、生涯にお

ける学び方を学ぶ探究学習について、「探究発表会」を開催し、全校生徒が自

らの探究活動の成果を校内外へ発信しました。令和６年度は、全学年が揃う

完成年度でもあることから、６年間連続の中等教育学校ならではの特長を生
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かして、全校で１年生から６年生がお互いの探究発表を評価しあい、磨きあ

う活動にも取り組みました。 

令和７年度は、IB カリキュラムの実践をさらに研究・推進するほか、全校

で取り組む「３G Project」を通じて、個人の探究活動をより一層推進してい

きます。 

 

（７）一人ひとりを大切にした人権教育の推進 

（人権教育推進室） 

インターネット上での人権侵害やマイノリティに対する差別や偏見等、

様々な人権課題に関する立法措置が相次ぐなど、人権を取り巻く情勢は大き

く変化しています。社会全体で人権意識を高めるため、学校・社会における

人権教育を推進し、全ての人々の人権が尊重される社会の実現を目指します。 

令和６年度は、子どもたちによる「人権の花運動」や「人権標語・人権作

文」に加え、人権教育集会所・公民館での講演会等を開催しました。また、教

職員対象の研修会では、令和６年４月に制定された「さいたま市インターネ

ット上の誹謗中傷等の防止及び被害者支援等に関する条例」などの関連法令

の周知を図るとともに、有識者・当事者からの講話を行うことで、個別の人

権課題について理解を深めました。 

令和７年度は、各種人権教育研修会において、性的マイノリティをテーマ

とした学習指導案や学校の教育活動の好事例を掲載した「新人権教育実践事

例集（ほほえみ）」等の授業での活用を促進し、多様性を認め合い、自他の人

権を尊重する子どもたちを育成していきます。 

 

（８）スポーツを科学する生徒の育成 

（教育課程指導課・高校教育課） 

国は、スポーツ界において DX を導入することで、様々なスポーツに関す

る知見や機会を国民・社会に広く提供することを可能とし、スポーツを「す

る」「みる」「ささえる」の実効性を高めることを目的に、スポーツの実施に

おいて、先進デジタル技術やデータの活用を促進しています。本市では、

「Sports×Science」の特性を踏まえた「さいたま STEAMS 教育」及び、
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個別最適化された多様なトレーニングを実現する「スマート部活動」におい

て、DX ツールを活用し、スポーツを通じた探究的な学びを提供しています。   

令和６年度は、全ての小学校が６年生の体育の授業において、DX ツール

を活用し、児童自らが課題を発見し、合理的な体の動かし方を身に付ける取

組を実践しました。中学校では、様々な部活動で DX ツールを用いて、生徒

自らが試合を分析して作戦を考えたり、練習を見直して改善したりする取組

を実践しました。高等学校・中等教育学校では、生徒が自ら課題を発見、練

習方法を設計するなどの活動に取り組む中で主体的に DX ツールを活用する

とともに、実践事例を動画にまとめ、中学校にその活用法を広めました。 

令和７年度は、小・中・高等・中等教育学校において、DX ツールを活用し

た授業や部活動の更なる充実を図り、活用事例や活用の効果を各学校から収

集し発信していきます。併せて、児童生徒がスポーツを通してより一層探究

的に学んでいくために、「『スポーツを科学する』実践事例集」をスポーツ文

化局と協働して作成していきます。 

 

（９）不登校等児童生徒への支援の充実と「学びの多様化学校」の設置 

（総合教育相談室） 

令和５年度の市立小・中・中等教育学校（前期課程）における不登校児童

生徒数は 2,677 人と年々増加しており、喫緊の課題となっています。不登

校は誰にでも起こり得ることである一方、ひきこもりなど、将来にも長期に

渡って影響を及ぼすとの指摘もあり、学校内外において不登校対策を強力に

推進していく必要があります。また、フリースクールなどの民間施設等と連

携し、相互に協力・補完するような取組を通じて、誰一人取り残されないよ

う多様な支援が求められています。 

令和６年度は、子どもたちが多様な学びを選択できる環境を充実させるた

めに、全ての市立小・中・中等教育学校（前期課程）に、校内教育支援センタ

ー（Sola るーむ）を導入しました。また、不登校等児童生徒支援センター

（Growth）においては、児童生徒がオンラインを活用して学ぶ学習コンテ

ンツの増設と、リアルに仲間と交流できる体験学習の回数増加など、児童生

徒の安全・安心な居場所の確保と、学習機会の保障に努めました。 
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しかしながら、多様な背景や困難をもつ子どもたちが、社会的に自立でき

るよう系統立った学びの保障と継続的・定期的支援のためには、柔軟で包摂

的な教育課程を編成した学校が必要です。そこで、不登校等児童生徒の実態

を踏まえた特色ある教科「未来工房」を新たに設置するなどし、一人ひとり

の子どもが自らの興味・関心に基づき、それぞれの強みを生かしながら、主

体的に学びを進めることができる「学びの多様化学校」を、令和８年度開校

します。令和７年度は、本市独自の学びの多様化学校のカリキュラム開発と

教育環境の整備に取り組み、令和７年７月のプレ開校に向け準備を進めてい

きます。 

 

（10）子どもの幸せを保障する心のサポート体制の充実 

（総合教育相談室） 

複雑化、多様化する児童生徒の状況を鑑み、福祉機関との連携等、社会的

包摂の観点から教育相談体制を整備し、推進することが必要です。また、教

育活動を通じて人間関係を築く力や自他の生命尊重等、児童生徒の豊かな心

を育成することが重要です。 

令和６年度は、新たに、スクールカウンセラーの配置日数を増加した重点

配置や、スクールソーシャルワーカーの増員とともに、引き続き、「２４時間

子ども SOS 相談窓口」や「SNS を活用した相談窓口」を開設し、学校内外

における相談環境の充実を図りました。また、教職員対象の研修で、スクー

ルダッシュボード等の積極的な活用を通して、児童生徒の発する小さなサイ

ンを見逃すことなく、福祉等の関係機関と連携を図る、プッシュ型支援を推

進してまいりました。さらに、児童生徒が将来において社会的な自己実現が

できるよう、人と関わる力を身に付ける「人間関係プログラム」や児童生徒

が自ら助けを求める力を身に付ける「『いのちの支え合い』を学ぶ授業」を実

施しました。 

令和７年度は、多様で低年齢化する課題に応えるため、生徒指導・教育相

談の力に長けた個別サポート指導員の増員により児童生徒の問題行動等に適

切かつ迅速に対応します。また、悩みを抱える児童生徒の保護者を対象とし

た、「子育て学習会」等にオンラインも活用しながら、心理の専門家等による
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講話や保護者同士が悩みを打ち明けられる場を設定し、保護者が一人で悩み

を抱えこまないよう、保護者への支援も充実します。 

 

（11）持続可能な社会の創り手を育てる「さいたま SDGs 教育」の推進 

（教育課程指導課・生涯学習振興課） 

現在、地球規模の課題を自分自身の問題として捉え、その解決に向けて主

体的に考え、行動する力をはぐくむことを目的とする ESD（持続可能な開発

のための教育）が世界的に推進されています。本市では、これまで全市立学

校と公民館や図書館などの生涯学習関連施設が、それぞれの取組を SDGs の

17 の目標に関連付けて作成した「PR シート」に基づき、SDGs の実現を

目指した教育を進めてきました。 

令和６年度は、大学教授や、「CS・SDGs パートナーズ」（※）等の企業・

団体を迎えて「第２回さいたま SDGs アワード」を開催しました。当日は、

児童生徒だけでなく、教職員や生涯学習関連施設職員、企業等のプレゼンテ

ーションの時間を設け、大人が児童生徒のロールモデルとなることで、児童

生徒の SDGs に対する関心と実施意欲の向上に迫りました。 

令和７年度は、研究指定校と共に、各教科等の内容や地域の行事を SDGs

の活動と効果的に関連付けることで、児童生徒の教科横断的な学びと地域や

社会を結びつけるカリキュラム「さいたまSDGsアクション」を開発します。

また、児童生徒の優れた取組が地域を越えて、より広い範囲に影響を与えて

いけるよう、市内外のイベントとの連携・協働を図っていきます。 

※ 「CS・SDGs パートナーズ」とは、さいたま市とともに、「さいたま市を住みやすいと

思う市民の割合」＝「市民満足度（CS）」の向上を目指し、SDGs の達成に向けて取り

組む企業・団体のことです。 

 

（12）運動の日常化に向けた「子どものための体力向上サポートプラン」の更なる推進  

（教育課程指導課） 

体力は、人間の活動の源であり、健康の維持のほか意欲や気力といった精

神面の充実に大きくかかわっています。しかし、運動やスポーツに対する価

値観の変化や、ライフスタイルの多様化、猛暑による運動機会の減少など、

子どもの体力に関わる環境が大きく変化しています。「全国体力・運動能力、
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運動習慣等調査」（※）において、児童生徒の体力は全国的に低下の傾向が続

いているという結果が示されており、本市も例外ではありません。そのため、

各学校では、身体を動かす動機付けや、よりよい運動習慣の形成につなげる

ための、「子どものための体力向上サポートプラン～さいたま健幸アクティビ

ティ 2022～」を踏まえ、児童生徒一人ひとりが目標を設定し、計画的、継

続的に体力向上に取り組めるよう、様々な活動を展開してきました。 

その結果、令和６年度の「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」におい

て、小学校男子と中学校男女の体力合計点が向上するとともに、中学校女子

の体力が全国平均値を上回りました。さらに、「体育・保健体育の授業は楽し

い」、「体育・保健体育の授業では、進んで学習に参加している」と回答した

児童生徒の割合が、全国平均値と比較して高い結果となりました。一方で、

「運動やスポーツが好き」と回答した割合は、昨年度より向上したものの、

全国平均値と比較すると課題があり、体育・保健体育の授業をきっかけとし

て、運動の日常化を図る必要があります。 

令和７年度は、関係諸団体の協力を得ながら、「自分一人でも楽しくできる」

をコンセプトに、室内外において短時間で手軽にできる運動や、自分の体調

や体力に応じた運動を紹介する動画「シン・体力アップメニュー～マイエク

ササイズ～」を新たに作成することで、個に応じた運動の日常化につなげて

いきます。また、令和７年度は、本プランの最終年度にあたるため、成果と

課題を丁寧に検証し、新たなプランを策定していきます。 

※ 「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」とは、小学校第５学年と中学校第２学年の

全児童生徒を対象に行われる、実技８種目と質問紙による調査のことです。 

 

（13）学校・家庭・地域が連携した魅力ある食育の充実 

（健康教育課） 

子どもたちが生涯を通じて心身の健康を保持増進するため、また、肥満・

痩身やアレルギー疾患など複雑化・多様化する子どもたちの現代的な健康課

題に対応するため、食に関する指導の重要性が増しています。そこで、栄養

管理等の専門職である栄養教諭等が、家庭や地域と連携しながら「生きた教

材」である学校給食を活用し、子どもたちへの食に関する正しい知識と望ま
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しい食習慣の定着を図るため、魅力あふれる食育（※）を実践しています。

特に、本市の強みである全小・中・中等教育学校（前期課程）配置の栄養教諭

等と自校方式を生かし、行事食や郷土食、５月１日の「さいたま市民の日」

に合わせた、市内産食材を活用した献立の提供により、地域の産業や食文化、

食に関わる歴史等に関心をもたせるとともに、食を支える方々への感謝の気

持ちをはぐくんでいます。さらに、「地域の方を招いた学校給食」、ヨーロッ

パ野菜の栽培・収穫等を行う食育活動、農作業を体験する「学校教育ファー

ム」等を実施することにより、学校・家庭・地域が連携した食育を充実させ

ています。 

令和６年度は、このような本市独自の魅力ある食育の取組を、「元気と笑顔

を届けます！さいたま市の学校給食」というタイトルで、新たに動画配信す

るとともに、市報さいたま全市版で給食の魅力を積極的に発信しました。ま

た、「さいたま市ヨーロッパ野菜研究会」と連携・協働して、「さいたまヨー

ロッパ野菜料理コンテスト」に、新たに教育長賞を設けました。 

令和７年度は、35 校で実施する「地元シェフによる学校給食」や、「ツー

ル・ド・フランスさいたまクリテリウム」に合わせて実施する「フランスの

食文化を感じる学校給食」など、普段の給食とは違うオリジナリティあふれ

る献立とそのレシピを市の LINE で発信するとともに、子どもたちや保護者

の声を、SNS 等を活用しながら発信し、学校に携わる全ての人の食への関心

を高めていきます。 

※ 「食育」とは、生きる上での基本であって、知育・徳育・体育の基礎となるも

のであり 、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を

習得し、健全な食生活を実現することができる人間を育てることです。 
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Ⅲ 人生 100 年時代を輝き続ける力の育成 

 

「人生 100 年時代」の到来を迎え、「教育－仕事－引退」といった単線的な

人生モデルから一人ひとりの学ぶ時期や進路が複線化するマルチステージモデ

ルへの転換が予測され、社会人の学び直し（リカレント教育やリスキリング）

をはじめとする生涯学習の必要性が高まっています。 

また、全ての人の Well-being（幸せ）の実現のためにも、個人や社会の課題

解決につながる学習の機会が保障され、学ぶことで充実感や生きがいを得て継

続的な学びとつながるよう、生涯学び、活躍できる環境整備が求められていま

す。 

そこで、学びを通じた未来づくりを目指す「さいたま市生涯学習ビジョン」

「さいたま市公民館ビジョン」「さいたま市図書館ビジョン」を一体として推進

し、誰もが「いつでも、どこでも、何度でも」学べる環境整備と、人々が生き

がいをもって社会に参画することで、「学び」と「活動」が循環するシステムの

整備に努めていきます。 

 

（１）時代のニーズを踏まえた「公民館事業」の推進と「モデル館事業」の創設 

（生涯学習総合センター） 

さいたま市の公民館では、市民の興味・関心や地域課題の解決、多世代交

流や子どもの興味・関心の喚起など市民のニーズに応えながら、一人ひとり

が主体的に学び続けることができる魅力ある企画・運営に取り組んでいます。

また、生涯学習総合センターでは、市民の高度で専門的かつ多様な学習要求

に応えるとともに、自発的な学習活動を促し、豊かな生涯学習社会を築くこ

とを目的としたさいたま市民大学事業を実施しています。 

令和６年度のさいたま市民大学の講座企画及び運営については、学識経験

者や社会教育関係者等から構成される「さいたま市民大学運営委員会」の意

見を踏まえ、文学や歴史にかかわる大学教授や、医療・金融分野の専門家等

を講師とした専門性の高い講座を実施しました。また、市民一人ひとりが求

める多様な学びを実現するために、公募により選出された団体による市民企

画コース（金融リテラシー講座）の開催により、市民のニーズにマッチした
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「質の高い学び」を提供することができました。 

令和７年度は、オンライン会議ツール等のデジタル技術を活用し、病気や

障害等の有無にかかわらず、市民誰もがどこからでも学ぶことのできるオン

ライン講座を積極的に導入していきます。さらに、地域課題の解決や先進事

例の研究などに取り組むモデル館を設置し、好事例を横展開することで、こ

れまで以上に市民の学びに伴走し、「人づくり」「つながりづくり」「地域づく

り」に取り組んでいきます。 

 

（２）子どもの学び・親子の育ちの支援の充実 

（生涯学習総合センター） 

超少子高齢化社会や地域のコミュニティの希薄化等の社会課題が浮き彫り

になる中、公民館では子どもたちに地域社会に根差したダイナミックで魅力

あふれる体験を主とした学びやチャレンジの場と、地域の方々との出会いと

交流の場を提供しています。こうした場づくりを通し、地域の行事や住民主

体の活動に積極的・主体的にかかわる意識を醸成し、コミュニティへの愛着

や体験的な学びへの意欲をはぐくんでいます。また、子育ての不安や孤立に

寄り添い、子どもの豊かな育ちをサポートするため子育て中の保護者同士が

交流し学び合う「親の学習事業」を実施しています。 

令和６年度は、夏休み等に小学生を対象として地域の方を講師に迎え、「実

験教室」や「料理教室」等の体験講座を実施し、参加した子どもたちの意見

を踏まえ、講座内容の充実を図ることができるようアンケートを実施しまし

た。 

令和７年度は、アンケートを基に子どもたちの公民館に対する意見を反映

した魅力ある事業を企画するとともに、夏休み子ども公民館等子どもを対象

とした講座の一層の充実のため内容や実施回数の拡充に努めます。また、「親

の学習事業」に保護者が安心して参加することができる場づくりを図り、保

護者同士の交流や地域との交流の支援をすすめ、子どもたちの学びと親子の

育ちを一段と支えていきます。 
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（３）魅力的な図書館づくりの推進 

（資料サービス課） 

「さいたま市図書館ビジョン（第２期）」に基づき、図書館の基本理念であ

る「本と人 人と人が出会う『知のひろば』」を実現するため、市民が質の高

い生涯学習に取り組むことのできる環境の整備に努めています。 

令和６年度は、電子書籍・バリアフリー資料を含む幅広い資料の収集・保

存を行い市民に提供するとともに、文学講座や朗読会など生涯学習に関する

講座や映画会、資料の展示等を実施し、市民の知的好奇心の喚起と本と人と

をつなげる取組を推進しました。また、人と地域をつなげるため、企業団体

と連携した女性創業相談会や、見沼区生涯学習関連施設等と連携した講座「見

沼区学」を実施したほか、本市と関連の深い歌人である大西民子生誕 100 周

年を記念した展示や講演会等を実施し、図書館ホームページで紹介するなど、

「さいたま」の魅力の PR に努めました。 

令和７年度は、市民の新たな学びを支え、さらに文字・活字文化の振興に

貢献するため生涯学習施設や関連機関に加え、新たに地域の書店や商業施設

等と連携した事業を実施します。また、学校の定期テスト前や夏休み期間中

は児童生徒の利用が増えることから、図書館内のスペースの見直しにより、

自習席を増やしていきます。加えて、令和８年度から１０年度までの図書館

サービス推進の指針となる「さいたま市図書館ビジョン（第２期）実施計画

後期」を策定し、新しい時代にふさわしい魅力的な図書館づくりを進めてい

きます。 

 

（４）科学館・博物館・美術館の専門性を生かした学校との連携と生涯学習環 

境整備の推進 

（青少年宇宙科学館） 

宇宙基本計画が策定され、我が国の宇宙活動の自立性を維持・強化してい

く上で人材育成が重要となる中、「宇宙のまち さいたま」を標榜する本市の

教育施策の更なる充実が求められます。 

令和６年度は、「宇宙のまち さいたま」５周年を記念したフォーラムでは、

小型月着陸実証機（SLIM）開発者の講演会や、「若田宇宙飛行士アカデミー
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スペースコース」（※）の第７期修了生による成果発表などを行いました。ま

た、宇宙や科学技術への興味・関心を高めるきっかけになるよう、宇宙ひろ

ばに新しいデジタル機器を導入するとともに、全市立小・中・中等教育・特

別支援学校 165 校約２万人の児童生徒を対象とした「プラネタリウム学習

利用」を実施しました。 

令和７年度は、宇宙や科学に関する専門的知識や技術をもった人材や大学・

企業等の研究者等で構成される「宇宙のまち さいたま」サポーターを一層

拡充します。また、「中高生等による科学の祭典 サイエンスフェスティバル」

では、中高生等が企画・運営を行い、一般の方にものづくりを体験してもら

うワークショップを実施します。さらに、小学生向けのサイエンスショー動

画コンテストの充実に加え、新たにメディアリテラシーを意識した動画モデ

ルを示すなど、デジタルを積極的に活用し、事業の拡充を目指します。 

※ 「若田宇宙飛行士アカデミースペースコース」とは、「宇宙をめざして～若田宇宙飛行 

士に続け！～」を合言葉に、子どもたちの宇宙飛行士や宇宙開発に対する興味・関心を

高めるとともに、グループ活動を通して、問題解決能力や探究心、コミュニケーション

能力、プレゼントテーション力を養う事業です。 

（博物館） 

博物館は、展示資料を通して来館者に驚きや感動を与え、その記憶を残し

つつ、多角的視点から物事を自由に思考できる場です。また、市民の郷土意

識の涵養を図るとともに、「文化のハブ」（※）として、生涯学び続けるため

の場を提供しています。 

令和６年度特別展「さいたまと近世の天文」では、郷土の偉人である稲垣

田龍が収集した歴史的価値の高い資料展示のほか、２回の関連講座と６回の

展示解説により、多くの来館者が、質疑等を通して各自の興味・関心に応じ

た学びを深める機会を設けました。また、小・中学生対象の「夏休み子ども

博物館」では、「さいたま市リーディングエッジ企業」の認証企業２社の協力

を得て、先端技術や製品を体感できる展示コーナーを設置し、世界に誇る市

内のものづくり企業の取組を紹介しました。この他、幼児にも博物館に親し

んでもらえるよう、昔の文献に登場する魚を描き、磁石で釣り上げる「さか

なつり」コーナーを設置し、親子で楽しく遊びながら歴史を学ぶ場を提供し

ました。 

34



 
 

令和７年度は、真福寺貝塚の国史跡指定 50 周年を記念した特別展におい

て、展示や関連講座の生解説に加え、解説動画など展示内容を紹介する各種

コンテンツ等、デジタル技術を用いた資料紹介等にも取り組みます。また、

広報を強化するため、新規動画と SNS を一層活用し、より効果的な情報発信

を行います。加えて、小学生向け体験講座アンケートの実施による事業企画

の充実と、博物館事業を担う高校生ボランティアの育成に努めます。 

※ 「文化のハブ」とは、博物館が、地域の多様な歴史資源や文化財、市民による文化活動

や学習活動を結び付ける「ハブ」（車軸）となり、ともに前進していくことを表わして

います。 

（うらわ美術館） 

うらわ美術館では開館以来、展覧会の開催や多世代を対象とした多種多様

な学びの機会を通じて、芸術文化に対する興味や関心を高め、市民文化の発

展に寄与するよう様々な施策を展開しています。 

令和６年度は、未来に残すべき貴重な美術作品の劣化を防ぐことを目的と

し、一定の温湿度を維持できる展示環境を構築するための空調設備更新工事

を実施しました。また、その工事による休館中は、美術館の職員が学校へ出

向き、児童生徒がユニークな絵本等を鑑賞する「本の出張授業」や、公民館

での多世代交流ワークショップなどアウトリーチ型の教育普及事業にも積極

的に取り組みました。再開後はリニューアル・オープン企画として、伝統的

な浮世絵の技術と新しい絵画表現との融合を目指した「新版画」を紹介する

展覧会において、展覧会をより身近に感じてもらえるよう手話通訳付きギャ

ラリートークや版画の摺り実演等、多彩な関連事業を実施しました。また、

うらわ美術館に新たに加わったコレクションの中から、現在活躍中の作家の

作品を紹介する収蔵品展を同時開催しました。 

令和７年度は、より多くの人に美術館を知ってもらい美術を親しむきっか

けとなるよう、ルノワールやピカソなど、19 世紀から 20 世紀のフランスで

新しい芸術の流れを作った巨匠たちの絵画を鑑賞できる展覧会を開催します。

また、世界で選ばれた質の高い最新の絵本やブックアートなど多世代が楽し

める魅力あふれる美術作品を紹介する本をテーマにした展覧会を開催します。

さらに、学校との連携事業では、全ての児童生徒が気軽に美術館にアクセス
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できるよう、児童生徒用タブレット端末を活用した展覧会告知やワークシー

トを積極的に発信するなど、学校や美術館での鑑賞学習を一層支援します。 

 

（５）未来を切り拓く学びのパートナーシップ「生涯学習人材バンク」 

（生涯学習振興課） 

「生涯学習人材バンク」事業においては、登録者の持つ高度な知識や技能

を活かすための取組をさらに強化し、地域の学習希望者とのつながりを創出

する、学びのパートナーシップの創出に努めています。 

「さいたま市生涯学習ビジョン」を策定して以降、「人づくり」「つながり

づくり」「まちづくり」による学びの循環を促すためのイベント「生涯学習フ

ェスティバル」を毎年開催してきました。令和６年度は、「生涯学習人材バン

ク」登録者によるワークショップや、登録者と来場者が交流するためのスペ

ースを設置し、登録者の活躍機会の拡大を図ってきました。 

令和７年度は、「生涯学習人材バンク」の利用者の増加につなげるため、引

き続き SNS や様々な広報媒体を活用した周知活動を行っていきます。また、

高齢者施設等、多くの需要が見込まれる団体などへの積極的な働きかけを行

い、登録者が活躍する機会の拡大を図りながら、学びたい、教えたいという

意欲を結びつける未来を切り拓く学びのパートナーシップ体制を構築してい

きます。 

 

（６）安全・安心に向けた公民館・図書館施設リフレッシュの推進 

（生涯学習総合センター・中央図書館管理課） 

公民館及び図書館施設では、安全・安心で持続可能な学習環境を市民に提

供するため「さいたま市公民館施設リフレッシュ計画」及び「さいたま市図

書館施設リフレッシュ計画」に基づき、施設の改修を実施しています。 

令和６年度は公民館４館の改修に取り組み、施設の老朽化対策を進めると

ともに、バリアフリー化、脱炭素化を図ってきました。 

令和７年度については、エレベーター設置を同時に行う与野本町公民館の

改修工事に取り組みます。 
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（７）次世代に向けた歴史文化資源の保存・継承・活用 

（文化財保護課） 

文化財は、市民が地域への愛着や誇りを深めるために必要不可欠な財産で

す。しかし、近年、少子高齢化など様々な要因からその継承が難しくなって

います。 

こうした状況を踏まえ国は、平成 30 年度に文化財保護法を改正し、各市

町村が文化財を保存するだけでなく、活用しながら継承するよう、「文化財保

存活用地域計画」の作成を制度化しました。本市では、令和３年度から「さ

いたま市文化財保存活用地域計画」の策定を開始し、令和６年 12 月に文化

庁の認定を受けました。令和７年度は、本計画を踏まえ、指定、未指定の文

化財を含めた歴史文化遺産の保存・活用に係る課題を整理し、必要な措置を

設けるとともに、「さいたま」を頭文字とする「さがす」「いかす」「たすけあ

う」「まもる」を基本方針とし、行政、所有者、地域住民など地域総ぐるみで

保存、活用、継承に取り組む体制を構築していきます。加えて、計画遂行の

ため、クラウドファンディングなどを財源に、「さいたま市文化財保存活用基

金」を新たに創設し、指定文化財の保存・活用のため運用していきます。 

国指定史跡「見沼通船堀」では、令和６年度、西縁園路再整備工事を開始

しました。閘門開閉実演の際、学校教育との一層の連携を目的としたワーク

シートや散策用マップを作成し、見学者に配布しました。令和７年度も引き

続き、西縁園路再整備工事及び周辺環境整備を進め、閘門開閉実演を実施し、

史跡の保存と活用を図ります。 

国指定史跡「真福寺貝塚」では、令和６年度、泥炭層エリアの発掘調査を

継続し、深さ約 3.5m まで掘り進め、約 2,700～3,000 年前の様相を明ら

かにしました。令和７年度には泥炭層を約 4.5m 地点まで掘り下げ、遺跡の

実像を解明していきます。また、「真福寺貝塚」の史跡指定 50 周年を記念し、

シンポジウムや展示を開催するなど、史跡の価値を発信していきます。 

国指定特別天然記念物「田島ケ原サクラソウ自生地」では、有識者の指導

や助言を受けながら、令和元年度からサクラソウ株数減少原因解明のため緊

急調査を進めてきました。令和７年度も引き続き、緊急調査を進め、報告書

を刊行し、自生地の保全と活用に取り組んでいきます。 
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Ⅳ スクール・コミュニティによる連携・協働の充実 

 

社会の多様化により子どもたちを取り巻く環境が大きく変化し、学校が抱え

る課題も複雑化・困難化しており、また、地域社会のつながりが希薄化する中

で、学校と地域がパートナーとして連携・協働するための組織的・継続的な仕

組みが不可欠となっています。 

加えて、子どもたちが困難な時代を力強く生き抜くためには、学校で学んだ

ことを地域社会で生かし、他者と協働し、自分の考えや行動で自身の生活や世

の中を変えようと行動する力である、エージェンシーを身に付けることも大変

重要です。 

これらの実現のためには、学校が「生涯の学びの拠点」となり、学校と地域

が学びの輪・地域の輪を共に広げ、共に成長する、持続可能なスクール・コミ

ュニティを構築することが必要です。 

そこで、学校に携わる全ての人が、様々な課題を自分事として捉え、未来を

担う子どもの幸せを総がかりで実現できるよう、コミュニティ・スクールの推

進をはじめとした学校・家庭・地域・行政の連携・協働体制の強化に努めます。 

また、地域の多様な教育資源を活用し、地域コミュニティの活性化と、地域

発展の担い手となる人材を育成していきます。 

 

（１）子どもたちのエージェンシーを地域総掛かりではぐくむコミュニティ・

スクールとスクールサポートネットワークの一体的推進 

（生涯学習振興課） 

子どもたちを取り巻く課題が複雑化・多様化する中、コミュニティ・スク

ールとスクールサポートネットワーク（SSN）を一体的に推し進め、地域の

教育力を生かした、地域総掛かりで子どもをはぐくむ教育を実現するために、

令和３年度と令和５年度のアンケート調査結果の比較・分析を行いました。

その結果、コミュニティ・スクールの導入により学校・家庭・地域相互の心

理的距離が縮まり、地域総がかりで子どもたちを育てる当事者意識が高まっ

ていることや、子どもたちの活躍の機会の創出により、子どもたちのエージ

ェンシーが育成され、社会貢献意識や地域への帰属意識の高まりが期待でき
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ることがわかりました。一方、保護者に本事業の取組が十分に伝わっていな

いという課題も見えてきました。 

そこで令和６年度は、校長を対象としたオンデマンド研修をはじめ、PTA

会長や公民館長を対象とした研修を新たに実施し、本事業の趣旨や目指す方

向性について共有を図りました。また、子どもたちを地域総掛かりではぐく

みながら、子どもたち自身のエージェンシーをはぐくむコミュニティ・スク

ールのあり方について、２年間の実践研究を行う研究協力校を２校指定しま

した。加えて、コミュニティ・スクール通信「コミ丸」で好事例の具体を共有

できる仕組みを整え、本事業に関わる全ての方への理解の促進に努めました。 

令和７年度は、研究協力校による実践研究をさらに充実させ、子どもたち

の思いや願いを学校運営協議会委員等と共有する方策や、子どもたちが主体

的に参画する地域学校協働活動のあり方について検証を進め、その成果をデ

ジタルも活用しながら横展開していきます。また、教職員対象講座や庁内情

報共有・学習システムを活用した新たな研修を行うとともに、学校地域連携

コーディネーター研修の一層の充実に努めます。さらに、本市のコミュニテ

ィ・スクールの一層の進化・発展のため、「さいたま市コミュニティ・スクー

ルシンポジウム」を開催します。 

 

（２）チャレンジスクールを通じた学びの輪・地域の輪づくりの充実 

（生涯学習振興課） 

本事業は、「地域学校協働活動」の一つであり、地域全体で子どもたちの学

びや成長を支えるものです。ボランティアとして参画した地域の住民や団体

は、自分たちが学んだことを生かして体験活動や学習活動を実施しており、

ボランティアの方の学びが子どもたちの学びにつながる「学びの輪」が広が

っています。また同時に、ボランティア同士が協力して活動に取り組むこと

で、「地域の輪づくり」にも貢献しています。 

開設 20 周年を迎えた令和６年度には、プログラムをより充実させるとい

う課題の解消に向けて、民間企業と連携して、金融や保険に関するプログラ

ムの提供を開始したほか、ボランティアに対する研修会を４回実施して人材

の資質向上を図りました。また、ボランティアの不足というもう一つの課題
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の解消のため、対面やオンラインでの説明会を２つの大学で実施したほか、

コミュニティ・スクール通信「コミ丸」において、チャレンジスクールのボ

ランティアを特集し、「ボランティアシティさいたま WEB」への登録を呼び

かけました。 

令和７年度は、各チャレンジスクールで魅力のあるプログラムを提供する

ために、民間企業等との連携を強化していきます。また、大学説明会の拡充

と、専門学校等でのスタッフ募集によりボランティアの一層の確保に努めま

す。さらに、ボランティアスタッフ確保のための効果的な取組を学校間で共

有するほか、「さいたま市放課後子ども居場所事業」について市長部局と連携・

協働し、より充実したものとなるよう支援していきます。 

 

（３）子どもを見守る学校安全ネットワークの推進 

（健康教育課） 

子どもを不審者による犯罪から守り、通学区域全体の安全性を高めるため、

保護者や地域住民、関係団体等による「防犯ボランティア」の方々や、「子ど

も安全協定」を締結した配達・運送・運搬等に関わる事業者の方々、「子ども

ひなん所１１０番の家」の地域の商店や事業所等の方々と連携しながら、多

くの人の目で子どもを見守る「学校安全ネットワーク」を推進し、子どもに

対する犯罪を防止・軽減し、通学区域の安全性を向上させます。 

令和６年度は、「子どもひなん所１１０番の家」に約 5,200 軒登録いただ

きました。また、「子ども安全協定」は新たに４社と協定を締結し、合計 92

社、約21,000台の車両に地域の見守りを行っていただいています。さらに、

防犯ボランティアの活動時間とは異なる早朝や夕刻の時間帯に見守り活動を

していただく「『ながら見守り』ボランティア」は新たに約 1,400 人登録い

ただきました。 

令和７年度は、引き続き、「『ながら見守り』ボランティア」の登録者を

1,000 人以上増やし、見守り体制をより一層強化することで、多くの人の目

で子どもを見守る「学校安全ネットワーク」の更なる拡充を図っていきます。 
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Ⅴ 「未来を拓くさいたま教育」推進のための基盤整備 

 

教育施策を推進するためには、人材育成や教育環境整備等、良好で質の高い

基盤を整えることが重要です。具体的には、新しい時代の教育に向けた持続可

能な学校の支援体制を構築するとともに、安全・安心で質の高い教育環境や仕

組みの整備、多様な学習機会を提供できる生涯学習施設の整備を推進していく

ことが必要です。 

そこで、学校施設リフレッシュ基本計画に基づく施設整備や ICT 環境の整備

等のハード面だけでなく、教職員の働き方改革等も進め、教育水準の更なる向

上を図っていきます。 

 

（１）時代の変化に対応する「新たな教師の学びの姿」の具現化 

（教育研究所・教職員人事課） 

社会的変化の加速化や非連続化が生じている中で、教師には、学校教育を

取り巻く環境の変化を前向きに受け止め、教職生涯を通じて探究心を持ちつ

つ主体的に学び続ける「新たな教師の学びの姿」の実現が求められています。

これまでも、「さいたま市教員等資質向上指標（キャリア navi）」に基づき、

教師の資質向上に向けた多様な研修を計画・実施してきました。 

令和６年度は、教師が自らの学びの振り返りと目標の設定を適切に行うた

め、管理職との対話による研修受講奨励の仕組みとして、新たに「全国教員

研修プラットフォーム」（※）の導入により、研修受講に係る各種手続きを効

率化し、システムを用いた研修履歴の蓄積と自らのキャリアや強み・弱みに

応じた多様な研修の選択、受講が可能となりました。 

令和７年度は、本プラットフォームをより効率的かつ効果的に運用できる

よう、研修に係る情報の一元化の推進と研修を主催する任意団体等による研

修登録の仕組みの構築により、これまで以上に多様な研修を推進します。ま

た、時代が求める教師の資質能力向上に向けた研修充実のため、参加者があ

る特定の知識を得るだけでなく、多様な他者との主体的な対話を通して学び

を深めることができるよう研修の見直しを図ります。 
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※ 「全国教員研修プラットフォーム」とは、令和４年度の教育公務員特例法の改正により

制度化された、各教師の研修履歴の記録と、資質向上に関する指導助言等を行う仕組み

を推進するため、文部科学省で一体的に構築しているシステムのことです。多様な研修

コンテンツを一元化し、研修受講履歴の記録と自動連携するとともに、オンラインでの

受講申し込みや教員育成指標との連携機能等を備えることで、研修の合理化及び効率化

を図ります。 

 

（２）質の高い学校教育を実現するための魅力ある人材養成・確保・育成の一体的推進  

（教職員人事課・教育研究所） 

新しい時代の教育に向けた学校の指導体制を構築する上で、人材確保はそ

の基盤となります。そこで、教員採用選考試験において 16 の特別選考試験

等を導入するなど、学校教育の指導の質的変化に対応できる「豊かな人間性、

幅広い教養、高い専門性を備えた常に学び続ける人材」を確保し、さいたま

市教育の充実・発展に向けて取組を進めます。 

令和 6 年度は、教員採用選考試験の志願者を増やすために、パンフレット

や HP、動画等様々な媒体を活用した広報活動の強化と、昨年度を上回る約

70 回の採用説明会の実施により、本市の教育及び教師の魅力を発信しまし

た。その結果、令和６年度の教員採用選考試験において、志願者数 1,073 名、

採用倍率 5.0 倍（令和５年度全国平均 3.2 倍）となりました。また、教員免

許状を所有していなくても受験可能とするパイオニア特別選考の合格者に、

国の特区認定を受けた特別免許状をさいたま市独自で管理し、授与できる体

制を新たに構築しました。さらに、「大学３年生 Step Up 選考」（※）を新た

に導入し、大学生や短期大学生等が卒業する年度の１年前から受験可能とす

ることに併せ、本選考との接続を図るため、「さいたま市教師塾『夢』講座」

の対象学年を大学２年生とし、早い時期から本市教育について学ぶことがで

きる仕組みを整えました。 

令和７年度は、志願者の更なる確保に向けて、東日本の玄関口である大宮

会場での採用説明会の回数の増加と、オンライン説明会の拡大により、全国

からより多くの志願者を集めることに全力で取り組みます。また、令和８年

度には、「大学３年生 Step Up 選考」による初の合格者が教師として教壇に

立つことから、合格者の声を反映し、より充実した制度へと改善していきま

す。 
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※ 「大学３年生 Step Up 選考」とは、大学 3 年生等が、第１次試験の筆答試験（一般教

養教職科目と教科等専門分野）を先行して受験できる選考のことで、試験内容を 2 年間

で分割し、受験者の負担軽減を図るものです。 

 

（３）子どものスポーツ・文化活動の体制整備 ～部活動の地域展開～ 

（教育課程指導課・高校教育課） 

学校の部活動は、同じスポーツ・文化活動に興味・関心のある生徒が、異

年齢集団での活動を通して、多様な人間関係の構築を図ったり、自己肯定感

を高めたりするなどの教育的意義があります。一方、少子化の進展等の社会

状況の変化を受け、今後、子どもたちが、生涯にわたり地域でスポーツ・文

化活動に継続して親しむことができる持続可能で多様な活動の支援体制の構

築と環境整備が必要です。そこで、将来的な部活動の地域展開を見据えなが

ら、学校における働き方改革の視点も踏まえ、本市ならではの部活動のあり

方について検討しているところです。 

令和６年度は、休日の部活動の地域展開について試行しているモデル校に

おいて、外部指導者の確保と配置、業務管理、研修、学校との連絡・調整など

の運営方法について、実践的な研究を行いました。 

令和７年度は、モデル校において、教職員以外の指導者となりうる人材の

確保、平日と休日の指導者間での情報伝達の仕方や、将来的な受益者負担な

どの検討を深め、休日の部活動の地域展開に向けて、地域スポーツ・文化活

動の体制整備を推進していきます。 

 

（４）Well-being（幸せ）の実現に向けた学校における働き方改革の推進 

（教職員人事課・教育研究所） 

本市が目指す「子どもの Well-being（幸せ）を保障する教育」の実現のた

めには、これまでの教職員の働き方を見直し、働きやすさと働きがいが両立

する職場づくりを進めることにより、教職員の健康はもとより、人生を豊か

にするなど教職員の Well-being（幸せ）を向上させることが重要です。また、

個別最適な学びと協働的な学びの一体的充実に向け、働き方改革により創出

した時間を活用して、子どもたちに向き合う機会を充実させたり、自らの専

門性をさらに高める研修に取り組んだりすることは、子どもたちへのよりよ
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い教育の実現につながります。 

そこで、令和６年度は、学校教育に携わる全ての人々と働き方改革の目的

を共有するため、「さいたま市立学校における働き方改革」グランドデザイン

を新たに策定しました。また、学校閉庁日の設定・拡充、スクール・サポー

ト・スタッフや部活動指導員の配置、テレワークの導入やデジタル採点ツー

ルの検証利用に加え、保護者対応動画資料の作成などに取り組みました。そ

の結果、時間外在校等時間の縮減が図られ、「さいたま市教員等の勤務に関す

る意識調査」においても業務改善に対する肯定的な意見や、生成 AI 等の新た

な技術を業務に生かす教職員の増加など、働き方改革の取組の成果が着実に

表れています。一方で、依然として教師の負担感・多忙感が高止まりしてい

る状況を踏まえ、「子どもの幸せを保障する教育」を推進していくためには、

教職員の心身の疲労を軽減することが喫緊の課題です。 

令和７年度は、学校の組織としての教育力や課題対応力を最大化するため

に、働き方改革やメンタルヘルス等を含む新時代の管理職に求められる資質

能力の強化に向けてマネジメント研修を充実させます。また、生成 AI を含む

デジタル技術の活用による業務の効率化など、「量的な働き方改革」の推進を

引き続き実施するとともに、働きやすさや働きがいなど教職員の意識に関わ

る「質的な働き方改革」も推進し、教職員の Well-being（幸せ）の土台とな

る職場環境の整備に取り組みます。 

 

（５）次世代に向けた持続可能で質の高い教育環境整備の推進 

（教育政策室・学校施設整備課・学校施設管理課・学事課） 

学校規模による課題に対応するため、課所室を横断した検討会議と、各地

区の課題解決に向けたプロジェクトチームにおいて、新設校の設置のほか、

教室等の改修、仮設校舎の設置、通学区域の調整等に取り組んできました。 

高砂小学校においては、令和６年度、児童数の増加を見据えた施設整備を

進めるにあたり、学校・地域の方も交えた検討を行い、その意見も反映した

基本計画の策定を進めてきました。令和７年度は基本設計及び実施設計業務

を実施し、地域ニーズにも寄り添った満足度の高い施設となるよう建物の諸

室の配置などを検討していきます。 
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大宮南小学校においては、児童数の急増に伴い、本地区における教育環境

改善を図るための方策として、さいたま新都心駅東口大規模マンションを、

令和８年度より上木崎小学校も選択できる「選択可能地域」に設定すること

に関し、令和６年６月に説明会を開催しました。令和７年度以降は、「選択可

能地域制度」のルールと手続き方法について検討を重ねるとともに、上木崎

小学校の施設等の環境整備や、通学路における警察等との合同点検を含めた

安全対策等、受け入れに向けた準備を進めていきます。 

武蔵浦和駅周辺地区義務教育学校については、令和６年 10 月に開校準備

委員会を設置し、学校・家庭・地域の方々と共に本義務教育学校の「未来の

姿」について意見交換を始めたところです。今後は、開校準備委員会での意

見交換を通じ、子どもの発達段階を踏まえた教育のあり方や、通学区域、校

名、学校行事のあり方等、開校に向けた準備を進めていきます。 

大和田特定土地区画整理事業地内の新設校については、議会の議決を経て、

校名を「大和田小学校」とすることとなりました。引き続き、教育活動や通

学路等の検討を進め、令和８年４月の開校に向け準備を進めていきます。  

 

（６）教育環境の充実を目指す水泳学習の民間委託化の推進 

（教育政策室） 

屋内温水プールを有する民間施設に、学校の水泳学習を委託することで、

天候・気温に左右されない計画的な授業の実施につなげるなど、水泳学習の

質の向上を図るとともに、老朽化した学校プールの維持管理費の削減などに

もつなげ、持続可能な形での教育環境の充実を図っていきます。 

令和６年度は、小学校７校・中学校１校を増やして、小学校 13 校・中学

校３校の計 16 校で実施することができました。令和６年度より新たに実施

した学校の児童生徒からは、屋内ならではの快適さなどについての肯定的な

声を、また教職員からは、プールにかかる維持管理業務の負担の軽減につな

がるとの声をいただきました。さらに民間施設からは、授業に活用できる時

間帯の創出・拡大の検討をいただき、将来の事業の拡大に向けて取り組みを

進めることができました。 

令和７年度には、新たに小学校１校で取組を始めます。 
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（７）実効的で持続的な学校安全体制の充実 

（健康教育課） 

近年の地震や風水害等の自然災害や弾道ミサイル、犯行予告等の新たな危

機事象など、学校や児童生徒を取り巻く様々な安全上の課題に対応するため、

令和６年度は、危機管理を事前・発生時・事後の３段階に区分し、それぞれ

の段階での対策や対応を示した「さいたま市立学校児童生徒事故等危機管理

対応マニュアル作成指針【３訂版】」を作成しました。この他、「自転車運転

免許制度」「スケアード・ストレイト教育技法（※）を用いた交通安全教室」

「さいたまディレーブによる自転車安全教室」等の安全教育を実施しました。

また、本市独自の防災教育カリキュラムに基づいた防災教育や、地震発生を

想定し安全を確保する行動をとる「シェイクアウト訓練」を実施し、全 168

校で、昨年度比 47,414 人増の、計 103,217 人が参加しました。さらに、

「ＡＳＵＫＡモデル」や「学校給食における食物アレルギー対応の手引き【３

訂】」等に基づき、安全管理の充実を図るとともに、有事の際、学校関係者及

び市民が 24 時間使用できるように、全市立中学校の正門等に設置した AED

の周知を図りました。そして、９月 30 日の「明日（あす）も 進む いのち

の日」に、AED の一斉点検及び児童生徒へ AED の設置場所等の確認を行う

ことで、救命教育を推進しました。 

令和７年度は、児童生徒の安全を確保する体制をより一層確立するために

改訂した指針を研修会等により全教職員へ周知徹底し、持続的な学校安全管

理体制の更なる充実を図ります。 

※ 「スケアード・ストレイト教育技法」とは、スタントマンによる模擬の交通事故の見学

を通して恐怖を体験させることで、事故の危険性と交通ルール順守の重要性を強く認

識させ、交通事故の防止を図るものです。 

 

（８）良好な学習環境等を目指す学校のリフレッシュ計画の推進 

（学校施設整備課） 

本市の学校施設の多くは昭和 40 年代から 50 年代に建築された建物です。

安全・安心で持続的な教育環境の確保のため、「さいたま市学校施設リフレッ

シュ基本計画」に基づき、改築・改修を実施しています。 

令和６年度は、学校施設の老朽化対策やバリアフリ－化の推進及び避難所
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機能の強化等に加え、照明や空調設備、断熱材の更新など、更なる低炭素化

に取り組むため、小学校１校において改築・改修に着手しました。その結果、

学校施設の長寿命化を実現しつつ、良好な学習環境の維持、省エネルギーや

脱炭素化に加え、さらに避難所機能として誰もが利用しやすい施設へと整備

することができました。 

令和７年度には、新たに１校の改築・改修に着手します。 

 

（９）快適な教育環境確保のための学校体育館への空調設備設置の推進 

（学校施設整備課） 

学校体育館は、児童生徒の学習・生活の重要な場である一方で、災害発生

時には地域住民の避難所としての役割も担います。避難所機能の強化を図り、

児童生徒の安全・安心で快適な教育環境を確保するため、学校体育館への空

調設備の設置を推進します。 

令和６年度は、15 校の実施設計と 18 校の中学校体育館空調設備設置工

事を実施した結果、全中学校の 72.4％に設置が完了しました。これにより保

健体育等の授業や学校行事、集会等はもとより、真夏における体育館での部

活動も安全に実施できるようになりました。 

令和７年度は、新たに 16 校の空調設備設置工事を進めることで、全ての

中学校体育館への設置が完了します。また、小学校の体育館については、PFI

等導入可能性調査結果を踏まえ、令和７年度末までに整備方針を決定し、1 年

でも早く、全ての小学校の体育館に空調設備を設置できるよう、全力で取り

組んでいきます。 

 

（1０）明るく衛生的な学校トイレの洋式化等の推進 

（学校施設管理課） 

生活様式の変化に伴い、家庭などにおいては洋式トイレが一般的となって

いるため、一日の大半を学校で過ごす児童生徒がトイレを我慢することがな

いよう、また避難所として高齢者や身体の不自由な方が利用しやすいよう、

学校トイレの洋式化とトイレの老朽化対策は喫緊の課題です。そこで、本市

では、従来の湿式の古いトイレから、乾式の明るいイメージのトイレへ改修
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するなど、計画的にトイレの改修を進めております。令和６年度は、小学校

19 校、中学校７校の改修工事等を実施し、トイレ洋式化率の目標 86.5％を

上回る、88.3％を達成する見込みです。 

令和７年度には、目標であるトイレ洋式化率 90.0％を超えるよう整備に

積極的に取り組み、児童生徒に快適な教育環境を提供します。また、トイレ

の大規模改修補助金については、引き続き国への要望を行い、積極的な活用

に努めます。 

 

（1１）さいたま市大学等進学「夢」支援の実施 

（学事課） 

世帯収入が少なく受験料等の負担が困難であるものの、優秀な学生に対し

て受験料等の補助を行う新制度「さいたま市大学等進学『夢』支援」を令和

６年度から開始しました。自身が持つ夢や志を叶えようという熱意を持ちな

がら、世帯収入が少なく進学を諦めざるを得ないような学生に対し、受験料

等を補助することで上級校への進学を後押しします。具体的には、市内在住

の高校３年生等を対象としており、収入、学力、作文を総合的に審査の上、

30 人に受験料及び入学一時金を支給するものです。 

本事業の実施にあたっては、一人でも多くの方に賛同いただき、さいたま

市の高校生を応援していただきたいと考え、事業費の２分の１をクラウドフ

ァンディング型でふるさと納税を募る仕組み、「ガバメントクラウドファンデ

ィングⓇ」を活用し、広範な広報活動を通じて寄附を募りました。その結果、

目標額を超える寄附をいただくことができました。 

令和７年度は、この新制度の浸透を図るため、適宜、効果的な広報、周知

に取り組んでいきます。 
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結びに 

 

デジタル技術による社会変革により、日々新たな価値が生み出されてお

り、近年では、人間より優れた処理能力を持ち、情報を生成・創造する目的

で用いられる生成 AI の技術が急速に発展してきました。また、時代と共に

多様化する社会や教育環境の中で、質の高い教育と教員の確保が喫緊の課

題となり、国では法改正も含め様々な動きが活発化してきています。 

 

このように、教育は、明治以来の正に大転換期を迎えており、私たちの

「未来の教育への挑戦」はまだまだ続きます。私たちは、他国に類を見ない

人口減少による人材不足や社会構造の変化など、避けて通ることのできな

い課題に対し、強い思いで真正面から向き合い、この危機を、社会全体の活

性化を促す好機と捉え、解決を目指す人材を育成することが急務です。 

「教育は人なり」。教育の力を信じ、地域の夢であり宝である子どもたち

が幸福と生きがいを感じ人生を歩んでいけるよう、子どもを主役とした「新

たな学び」を共に創造していくことが大切です。 

 

 令和７年の干支である「巳（み）年・蛇年」は、新たな挑戦や変化に前向

きになる年だとも、また草木が成長しきった状態を示すことから、これま

で努力してきたことが実を結びはじめる年だとも言われています。このこ

とを念頭に、多くの皆様方の力をいただきながら、日本一の教育都市で日

本一幸せな子どもを育てるために、「子どもの幸せを保障する教育」の実現

に果敢に挑んでいきます。 
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販売価格 ２２４円 


